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＜自然減対策＞
子育て先進県の実現

●充実した子どもの医療費助成〜県内市町村の助成対象範囲は全国トップレベル〜
◆ほぼ全ての自治体が「中卒」まで対象。
約半数の自治体が「高卒」まで対象

◆全ての自治体で所得制限なし
●充実した保育施設の整備

〜県内市町村の待機児童は全国最小！〜
◆県独自の助成制度により市町村の取組を支援

入院 通院

全国 長野県長野県長野県長野県 全国 長野県長野県長野県長野県

高卒 9.5% 46.8% 9.0% 46.8%

中卒 73.0% 98.7% 56.8% 96.1%

小卒 88.9% 100% 70.6% 100%
所得制限なしの⼦ども医療費助成 市町村実施状況

（平成25年度）【出典】厚⽣労働省
◆県独自の助成制度により市町村の取組を支援

小規模な病児・病後児保育の施設整備・運営費
低年齢児・発達障害の疑いのある児童向けの保育士の加配

●「信州型自然保育認定制度」（仮称）の創設〜全国初〜
◆⻑野県は“森のようちえん”など、特色ある自然保育実施園が全国最多
◆概要

信州の自然環境を活用する保育の理念と活動内容を客観的に審査
基準を満たした団体について、その活動内容の質が担保されている
ことを認定することにより、自然環境を活用する保育の社会的認知と
信頼性向上を目指す
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●移住・交流推進戦略の具体的展開〜移住したい都道府県8年連続No.1〜
◆三大都市圏における相談拠点の整備

東京・有楽町(24年5月〜）、名古屋、大阪（25年5月〜）に設置
移住者数（県と市町村の合計）510名（25年度）※22年度からの累計1,770名

◆⻑野県、佐久市、JR東日本の連携による移住希望者への
サポート〜全国初の事例（25年2月〜）〜

●就業・創業支援の充実

＜社会減対策＞
人口流動転換に向けた展開

（【出典】宝島社「いなか暮らしの本」）
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●就業・創業支援の充実
◆ふるさと信州若者就職支援事業の推進

三大都市圏・県内での合同企業説明会開催（東京、京都、大阪、名古屋、⻑野、松本）
参加数 県内企業190社 学⽣358名（25年度）

県内出身学⽣の多い大学とのUターン就職促進協定の締結
協定締結校11校（22年度3校→25年度11校）

◆ながの創業サポートオフィス の開設（⻑野県中小企業振興センター内）（24年４月）
助言・相談をワンストップで実施 相談件数216件（24、25年度累計）
創業支援資⾦利用実績2,007件 74億2,600万円（22〜25年度累計）

●高等教育の振興
◆新たな県⽴4年制大学の設置（開学目標 30年4月）
◆高等教育振興のための体制整備

「産学官協働人財育成円卓会議」の開催など

《県内高等教育機関の現状》
○大学進学率 41.8%（全国29位）
○県内大学の収容⼒ 14.9%（全国47位）
○県外大学への流出率 83.6%（全国5位）


